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１．一般会計／特別会計決算

翌年度に繰
り越すべき
財源

歳入総額 実質収支歳出総額
（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

２７年度決算は、一般会計と全ての特別会計において「黒字」になりました。

（単位：百万円）
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２. 一般会計決算額の推移 ２



３．一般会計 歳入の状況

諸収入 歳入総額歳入総額 １１,623,623億億円円

３



区 分 ２７年度 ２６年度 増減額 増減率

市 税 ５８,１５９ ５８,６９３ △５３４ △１％

譲与税・交付金 １０,２６５ ７,１８２ ３,０８３ ４３％

地方交付税 ２２,２３８ ２５,６２４ △３,３８６ △１３％

４．一般会計歳入の状況（対前年度比）
（単位：百万円）

４

国・県支出金 ２８,１７４ ３２,０７８ △３,９０４ △１２％

諸収入 ８,０８７ １０，３７１ △２,２８４ △２２％

市 債 ２２,７９７ ２２,４４１ ３５６ ２％

その他 １２,５４５ １４,１９５ △１,６５０ △１２％

合 計 １６２,２６５ １７０,５８４ △８,３１９ △５％

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



５．一般会計歳入の主な増減内容

●市 税 個人市民税 ＋ ３.１億円

●地方交付税

●国・県支出金

法人市民税 △ ４.６億円

児童福祉運営費負担金＋ １４.１億円

固定資産税・都市計画税 △ ４億円

●地方消費税交付金 ＋ ２９.６億円

△ ３３.９億円

街路事業費交付金 ５億円

５

●市 債 市民会館管理施設整備事業債等＋ ２６.３億円
庁舎整備事業債＋ ２０.２億円
臨時財政対策債△ １４.７億円
公園整備事業債△ ３０.５億円

公園緑化費交付金 △ ２７.５億円

街路事業費交付金△６.５億円

●諸 収 入 消防救急無線デジタル化整備負担金△ ２０.２億円

臨時福祉給付金等国庫補助金△ ６.８億円



６． 市 税 の 推 移 ６



７．地方交付税及び臨時財政対策債推移 ７



８．一般会計 歳出（款別）の状況

歳出総額歳出総額 １１,,568 568 億億円円

８



９．一般会計 歳出（性質別）の状況（対前年度比）

性質別経費区分 ２7年度 ２６年度 増減額

２２,９７１ ２２,８３６ １３５人 件 費

２８,３２６ ２８,４４４

１６,３８７１４,３７２

６５,６６９

△１１８

△２,０１５

６７,６６７ △１,９９８

（単位：百万円）
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※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

歳出合計 １６５,５９６ △８,７４７

５５,６２９

１５６,８４９

△３％

△５０％
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５％

△５％



１０．一般会計 歳出の主な増減内容

●人 件 費

期末勤勉手当△ １.２億円

●扶 助 費 障害者(児)介護給付費・訓練等給付費 ＋ ３.１億円

共済費負担金＋ １.１億円、委員報酬＋ ０.６億円

●公 債 費 市債元利償還金 △ ２０１億円

１０

私立保育所入所委託費等 ＋ ２.２億円

臨時福祉給付金給付事業等△ ６.８億円

●投資的経費 （補）第四学校給食センター(仮称)建設事業＋ ４.５億円

●その他経費
プレミアム商品券事業補助金＋ ４.７億円

（補）南長野運動公園総合球技場整備事業△ ６２.９億円

幼稚園・認定こども園施設型給付金＋ ７.７億円

●公 債 費 市債元利償還金 △ ２０.１億円

（単）第一庁舎・長野市芸術館建設事業＋ ５１.６億円
（単）消防救急無線デジタル化整備事業△ １９.４億円

道路除雪費 △ ８.５億円



１１．一般会計 歳出（性質別）の推移
（単位：億円）

１１



１２．公債費及び市債借入・残高の推移 １２



１３．基金残高の推移 １３

（単位：億円）



１４．経常収支比率の推移
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１５．経常収支比率の状況
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１６．経常収支比率前年度比較

分 子 増減なし
人件費、扶助費、公債費、
物件費、繰出金

経常費充当経常一般財源

○分子の要因：
公債費、扶助費等の減 △ ２７億円

１６

など

物件費、補助費等の増 ＋ ２７億円

７９４億円

＝ ８６.６％×100

分 母 ２２億円減

(+２.１)

市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債

経常一般財源総額

など

○分母減の要因：
地方消費税交付金の増 ＋３１億円
市税、地方交付税、臨財債等の減 △５３億円

９１８億円


